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第 3 回専門委員会での議論を受けた補足説明 

2025 年 9月 17 日 

弁護士 伊藤 建（富山県弁護士会） 

 

第１ 法８条２項の「こえないものでなければならない」の法的拘束力 

１ 第３回委員会での意見 

第３回委員会に置いて、法８条２項の「これをこえないものでなければならない」の

法的拘束力につき、各委員からは、次のとおりのご意見があった。 

岩村委員長より、一委員の意見として、広辞苑によれば、「沿う」とは、 「基準となる

ものから離れないようにする。」ないし「適応する。」という意味であるから、「要請で

ある」との表現との違いは存在しないとの見解が示された。 

太田委員は、「法の沿うところの行動をとるというのは、基本、法の要請である。法

に沿うところの行動だけれども、採るべきでないと法が要請することはあり得ないの

で、日本語として違いを見出す必要はない」という。その理由として、太田委員は、最

高裁は上品な機関なのでむきつけな言い方はしないため、要請だというのはどぎつく、

沿うところの方がいいと思うのはあり得ること、老齢加算福岡訴訟最判と同東京訴訟

最判の記述は後者に統一されたというが、本判決は「国の財政事情」に関する部分では

老齢加算福岡訴訟最判の記述を採用しているから、老齢加算に関する福岡訴訟最判と

東京訴訟最判は同じことを言っているものと理解したと考えられることを示した。 

さらに、岩村委員長は、「永続的に最低限度の生活水準というのを超えているという

ような形にするのは、８条２項が予定するものではないような気がする」との見解を示

し、太田委員からは、老齢加算訴訟最判の説示は、激変緩和措置のように「永続させる

趣旨はない」場合、「削ることを前提にどのくらいの期間をかけて削るか、どういう削

り方をするか」について裁量があるだけであり、法８条２項に法的拘束力がないわけで

はないという趣旨の見解が示された。 

２ 広辞苑は「要請」を「強く請い求めること。必要とすること。」と解している 

しかし、広辞苑において、「沿う」と「要請」との間には大きな違いがある。広辞苑

〔第７版〕によれば、「要請」とは、「強く請い求めること。必要とすること。」と記載
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されている。「沿う」については、岩村委員長ご指摘のとおり「基準となるものから離

れないようにする。」ないし「適応する。」という意味であるが、これらには「強く請い

求める」ないし「必要とする」というニュアンスは一切含まれていない。 

法律上、ある法規範の解釈として、「禁止」と「要請」との間に、どちらでもよいと

いう「裁量」があることは、一般的に認められている。最高裁は、永住者等の一定の外

国人に地方参政権を与えることは、憲法上の要請ではないが、「憲法上禁止されている

ものではない」と判断している（最３小判平成 7 年 2 月 28 日民集 49 巻 2 号 639 頁）。

同性婚を認めるか否かについても、憲法 24条等の「要請」ということはできないとす

る見解も、「禁止」されているわけではなく、国会の「裁量」であるとの見解が主張さ

れている。 

一例を出そう。憲法 24条 1 項は「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が

同等の権利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならな

い。」、同 2項は配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に

関するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、

制定されなければならない。」と定めている。 

「同性婚を認めることは、憲法 24条の規定に沿うところである」という文章は、同

性婚を認めることは憲法上の要請であるとまでは明言しないものの、「婚姻は、両性の

合意のみに基いて成立」するという憲法 24条 1項や、「配偶者の選択」という「婚姻及

び家族に関する事項」について、「個人の尊厳」に立脚して制定すべきとする憲法 24条

2 項から「離れない」ものであり、むしろ「適応する」ものであるという意味にとらえ

られる。 

これに対し、「同性婚を認めることは、憲法 24条の規定の要請である」という文章に

なると、まったく意味が変わる。同性婚は、憲法 24 条が「強く請い求めること。必要

とすること。」を意味することになり、国会は、同性婚に関する法律を制定しなければ、

憲法 24 条に違反することになる。 

最高裁があえて異なる文言を用いているにもかかわらず、そこには何らの意味をも

見いだせないと解する方が不自然である。太田委員は、「最高裁は上品な機関なのでむ

きつけな言い方はしない」と主張するが、最高裁が疑義を呼ばないように細心の注意を

払って判決文を起案していることは周知のとおりであり、広辞苑によれば意味の異な

る言葉を「同じ意味」ということはできない。また、太田委員は、「法の沿うところの
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行動をとるというのは、基本、法の要請である。法に沿うところの行動だけれども、採

るべきでないと法が要請することはあり得ないので、日本語として違いを見出す必要

はない」と主張するが、当職の見解は、「法に沿うところの行動だけれども、採るべき

でないと法が要請すること」を求めるものではない。同じ具体例でいえば、「法に沿う

ところの行動だけれども、法が採るべきと義務付けない」ことはあり得るということで

ある。このことは、上記の外国人の地方参政権や同性婚に関する具体例からも明らかで

ある。 

３ 「沿う」と「要請」については老齢加算東京訴訟最判の説示に統一された 

また、「沿う」と「要請」に関する記述が、その後、すべて老齢加算東京訴訟最判の

「沿う」に統一され、本判決もこれを採用したことは、既に主張したとおりである（第

2 回専門委員会・当職提出資料 6-1-2 参照）。 

太田委員は、「国の財政事情」について、老齢加算福岡訴訟最判が、基準改定の場面

と激変緩和措置の場面とを区別することなく考慮事項として明示したのに対し、同東

京訴訟最判が基準改定の場面からは削除し、その後の福岡訴訟差戻後上告審最判、京都

訴訟最判が後者を採用したのに対し、本判決が再び福岡訴訟最判の説示を採用したこ

とを理由に、本判決は、老齢加算東京訴訟最判と福岡訴訟最判とを同じことを言ってい

ると理解していると主張する。 

たしかに、本判決は、「同条１項〔筆者註：法８条１項のこと〕の委任を受けた厚生

労働大臣が」としていること1や、老齢加算とは事案が異なると指摘されていた堀木訴

訟最大判（最大判昭和 57年 7月 7 日民集 36巻 7号 1235 頁）を参照していないこと2か

ら、学説の指摘を踏まえて、老齢加算訴訟最判の記述を見直していることは確かである。 

太田委員が指摘する 「国の財政事情」を基準改定の場面の考慮事項としてよいかにつ

 
1 厚生労働大臣の裁量権が法８条１項の委任を受けたものであることを指摘するものとし

て、巽智彦「生活保護基準の改定に係る厚生労働大臣の裁量の範囲について」渡辺康行

［編］『憲法訴訟の実務と学説』（日本評論社、2023 年）255 頁以下参照。 

2 堀木訴訟最大判の射程が老齢加算訴訟や本件に及ばないとの指摘として代表的なものと

して、前田雅子「保護基準の設定に関する裁量と判断過程審査」曽和俊文＝野呂充＝北村

和生＝前田雅子＝深澤龍一郎［編］『行政法理論の探求』（有斐閣、2016 年）311 頁以下、

315 頁註８参照。 
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いては、憲法学上も行政法学上も疑問が示されていたことから、本判決は、決定打とな

るような記述を避けたのであろう。実際問題として、本件訴訟において、少なくとも、

国側は、判断過程において「国の財政事情」を考慮事項として列挙していなかったこと

から、本判決は、「国の財政事情」に関する論点について、結論を出す必要性もなかっ

た。 

一方で、本判決においては、最高裁の多数意見は、ゆがみ調整を違法とせず、デフレ

調整を違法と判断したのであるから、本判決後に新たな改定がなされることを当然予

期していたといえる。だからこそ、反復禁止効を広く解する観点から、宇賀裁判長は、

当事者双方に対して、本件改定当時の説明ではなく、わざわざ事務連絡において、現時

点での説明を求めたのであろう。そうすると、法 8条 2 項の法的拘束力について、これ

を「沿う」とするか、「要請である」とするかについても、当然見直しをしたうえで、

あえて「沿う」という表現を採用したと読むのが自然である。 

４ 法的拘束力があるとすれば激変緩和措置を採ることは違法となる 

以上を踏まえれば、法 8条 2 項の「こえないものでなければならない」は、法的拘束

力があると解することはできない。 

これに対し、岩村委員長は「永続的に最低限度の生活水準というのを超えているとい

うような形にするのは、8条 2 項が予定するものではないような気がする」と述べ、太

田委員も、厚生労働大臣に認められる裁量は「削ることを前提にどのくらいの期間をか

けて削るか、どういう削り方をするか」に限られると主張する。 

しかし、これらの見解によれば、少なくとも、激変緩和措置を採っている期間におい

て法 8 条 2 項の明文規定に違反することになるところ、なぜ厚生労働大臣にこの範囲

に限定された範囲であれば裁量権が認められるのかについて、法律上の根拠が明らか

ではない。 

太田委員は、最高裁が議員定数不均衡について「合理的期間内」に是正されない場合

に初めて違憲となるとの判断を参考にしているようであるが、これは、前提として選挙

区割り等が立法裁量事項であることに加え、「人口の異動は不断に生じ、したがつて選

挙区における人口数と議員定数との比率も絶えず変動するのに対し、選挙区割と議員

定数の配分を頻繁に変更することは、必ずしも実際的ではなく、また、相当でもない」

という例外的な特殊事情があったからである（最大判昭和 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3

号 223 頁）。 
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しかし、いずれにせよ 「合理的期間内」であれば上乗せできるという見解を採用する

ためには、前提として、厚生労働大臣に上乗せをする裁量があるとの解釈を採らねばな

らない。太田委員は、法 8 条 2項の「こえないものでなければならない」に法的拘束力

があると解するため、厚生労働大臣に上乗せをする裁量はないことになり、「合理的期

間内」であれば裁量があるとする法律上の根拠は示されていない。 

そうであれば、上記のとおり、広辞苑に基づき、引き下げることは、法 8 条 2 項に

「沿う」、すなわち「基準となるものから離れない」ところではあるが、同項の「要請」、

すなわち 「強く請いもとめる」ないし「必要とする」とまではいえないとの解釈の方が、

日本語の観点からも自然である。 

万が一、法 8 条 2 項の「こえないものでなければならない」に何らかの法的拘束力が

あるとしても、必ずしも、引き下げることを法的に要請するものではなく、引き下げる

か否かについて、厚生労働大臣の裁量があると解すべきである。この立場からしても、

「合理的期間内」を超えていれば、厚生労働大臣の裁量権の範囲の逸脱ないし濫用とし

て違法とする余地はある。 

したがって、法 8条 2 項の「こえないものでなければならない」を前提としても、厚

生労働大臣は、引下げをすることが法律上義務付けられていると解することはできな

い。 

第２ 不利益変更に関する主張の補充 

太田委員より、「2 分の 1 処理を除くゆがみ調整部分については適法であると判断さ

れているから、特別な信頼を与えていない」との指摘があったが、興津委員が正しく指

摘するとおり、本件改定に基づく変更処分がなされる前の状態に戻っているのである

から、当該権利に対する事後的な変更であることに疑いはない。いったんは、実体法上

の給付請求権が発生していることを踏まえれば、これが支払われるという期待的利益

が存在することに疑いはないから、「特別な信頼」がないとはいえない。仮に、太田委

員ご指摘のとおり、授益的処分の撤回制限に関する先例の射程が直接及ばないとして

も、既に法律上発生している権利を不利益に変更するという意味では、授益的処分の撤

回制限と同様の検討は必要であろう。 

また、第３回委員会では正面から議論はされなかったが、行政法上の授益的処分の撤

回制限の問題とは別に、一度発生した財産権に対する制約があることから、憲法 29条

ないし憲法 25条を踏まえた憲法上の正当化が必要であることも忘れてはならない。太
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田委員のご指摘を踏まえても、憲法上の権利に対する制約であることは肯定し得ると

ころであり、「特別な信頼」があるか否かは、当てはめの段階において「いつたん定め

られた法律に基づく財産権の性質、その内容を変更する程度」として考慮し得る一事項

にとどまる。 

本委員会は、本判決を受けた措置に対する行政庁の判断過程を構成するものである

から、当職らの提示した論点について、過誤・欠落がないよう、当職が提示した最高裁

判例を踏まえ、考慮事項を具体的に整理した上で、その比較衡量に関する判断過程も明

らかにされたい。 

第３ 本件改定の前提となる事実関係に関する補足説明 

本件改定の前提となる事実関係に関する厚労省の説明について、疑義があるので、当

方らの意見を念のため補足しておく。 

１ 水準均衡方式は「一般低所得世帯」ではなく「一般国民」との比較をするものである 

まず、厚労省は、第３回専門委員会資料１（３頁）において、昭和 59 年度以降現在

まで用いられている「水準均衡方式」について、「一般国民の消費実態との均衡上妥当

とされた水準（実際には低所得世帯の消費水準と均衡のとれる水準）を維持する」方式

であると説明した（下線部は筆者による。）。 

しかしながら、第２回専門委員会・当職提出資料 6-1-2 （12 頁以下）で詳述したとお

り、水準均衡方式が比較対象としているのは、「一般国民」全体の消費実態であって、

単純に第 1 ・十分位（下位 10％）の低所得世帯の消費水準との均衡のみをとろうとする

ものではない。この点は、第 3回専門委員会において、太田委員が、要旨「一般国民と

いいながら低所得世帯への都合の良い入れ替えが起こっているのではないか」と正当

に指摘したとおりである。 

厚労省は、「消費を基礎として改定する場合には減額率が▲12.6％と大きくなること

が想定された」と主張しており（第 1回専門委員会資料２・５頁）、今後、「平成 24年

検証当時の消費や物価などに関する指標（家計調査等の公表資料等）」（同・10 頁）が

提出される可能性がある。しかし、第 1 ・十分位の消費水準との比較には、上記の問題

があるうえ、前掲の当職提出資料（9頁以下）で詳述したとおり、反復禁止効、紛争の

一回的解決の要請に反することからも、こうした資料の検討は行われるべきではない。 

２ 総務省は低所得世帯の品目別ウエイトデータを保有していること 
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村田委員が、生活扶助相当 CPI の算出にあたって総務省 CPI の一般世帯の品目別ウ

エイトを用いた理由について質問したのに対し、厚労省担当者は、要旨、「一般低所得

世帯の品目別ウエイトは総務省 CPI の資料にない」、 「第 1 ・十分位については分類が大

きなものしかない」と説明した。しかし、この主張は、訴訟の過程でも国側が繰り返し

主張してきたものであるが、大きな誤解を招くものである。 

国側は、訴訟において、「家計調査には、収入階層別のウエイトのデータもあるが、

これについては、いくつかの品目をまとめた『類』レベルでのウエイトのデータのみが

存在し、品目別のウエイトのデータは存在しない」ので、「家計調査の収入階層別のウ

エイトを用いた場合にも、消費者物価指数の詳細な品目ごとの消費の支出の割合を反

映した物価指数を算出できなくなる」と主張していた（大阪訴訟における控訴審第５準

備書面 34～35 頁）。 

しかし、第１に、家計調査には「年間収入５分位階級別」の「品目別支出金額」のデ

ータが公表されている。この点は、当方らを敗訴させた大阪訴訟控訴審判決（大阪高判

令和 5年 4月 14 日判タ 1521 号 44 頁）ですら、 「弁論の全趣旨によれば、第１・五分位

の品目別ウエイトのデータは公表されており、これを使用して物価変動率を算出する

ことは可能であった」と適法に事実認定されている（同 58頁）。国の主張は、５分位階

級別の品目別ウエイトのデータが公表されていることを示していない点において誤解

を招くものである。池田和彦教授が上記の第１・五分位のデータを用いて平成 22 年の

ウエイトによる生活扶助相当品目について試算したところ、平成 20 年から平成 23 年

の物価下落率は 2.81%であった3。 

第２に、第１・十分位については、総務省 CPI にかかる個別品目のウエイトに関する

データは「公表」はされていないが、当然のことながら、第１・五分位と同様にデータ

自体は存在する。実際に、厚労省は、「ゆがみ調整」にあたって、総務省から第１・十

分位の個票データの提供を受けて検討をしたのであるから、同様にこうしたデータを

入手して検討することは容易に可能であったはずである。弁護団において、平成 22年

の家計調査の第１・十分位の 「個別品目」ではなく、公表されている 「類」レベルのデ

ータを用いた計算ではあるが、平成 20 年から平成 23 年までの物価下落率を生活扶助

 
3 池田和彦「消費者物価指数と生活保護基準（その３）－『生活扶助相当 CPI』算定方法

の検証」賃金と社会保障 1586 号 4 頁以下。 
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相当 CPI と同様の方法で計算したところ、その下落率は 2.34%であった。 

なお、福岡訴訟控訴審判決（福岡高判令和 7年 1月 29 日判タ 1532 号 50 頁）は、「厚

労省は、被保護世帯又はこれに準じた世帯の消費構造を調査した結果に基づいて被保

護世帯のウエイトを算定すべきであったというべきである」としたうえで、原告訴訟代

理人による試算を採用し、「ウエイトだけを社会保障生計調査に基づくものに変えて物

価変動率を算定すると、単身世帯で 1.48％減、複数世帯で 2.12％減となり、単純平均

しても約 1.8％減にとどまったことがうかがわれる」として、家計調査に基づくウエイ

トを用いたことを不合理であると結論づけている4。 

本専門委員会が公正に行われるべきところは、委員の皆様方も同意するところであ

ろう。当職としては、厚労省が本件の同種訴訟で否定された説明を再び繰り返すことに

対して、遺憾の意を表明せざるを得ない。委員の皆様方におかれては、当職の指摘も踏

まえ、正しい事実認識の下でご判断いただきたい。 

以 上 

 
4 札幌高判令和 7 年 3 月 18 日判例集未搭載（25 頁）も同様に判断をしている（引用元：

https://inochinotoride.org/file/250318̲sapporo̲kosai̲hanketsu.pdf）。なお、判例集未搭

載の下級審判決は、「いのちのとりで裁判全国アクション」のウェブサイト

（https://inochinotoride.org/）に掲載されている。 
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